
事 業 概 況 （令和４年 11月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和４年度労災保険業務機械処理の令和４年 11 月末現在における保険給付支払総額は 4,737 億円で、前年同期に比べ

て 1.9％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 2,167億円で 45.8％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 1,601億円で 33.8％を占めている。以下、休業補償給付が 13.9％、障害補償一時金が 3.9％、遺族補償一時金及び介

護補償給付がそれぞれ 1.1％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が 16.0％増、休業補償給付が 3.0％増、介

護補償給付が 1.1％増となっているのに対し、二次健康診断等給付が 11.3％減、障害補償一時金が 6.2％減、葬祭料が 4.9％

減、年金等給付が 3.0％減、療養補償給付が 2.4％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,590 億円で 33.6％、「建設事業」が 1,302 億円で

27.5％、「製造業」が 1,075億円で 22.7％となっている。以下、「運輸業」が 11.0％、「鉱業」が 2.8％、「林業」が 1.5％、

「船舶所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 2.1％増、「船舶所有者の事業」が 0.4％増と

なっているのに対し、「漁業」が 9.4％減、「鉱業」が 8.1％減、「林業」が 6.4％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」

が 4.7％減、「製造業」が 3.8％減、「建設事業」が 3.6％減、「運輸業」が 3.0％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 482,997,032 100.0 0.6 △    473,669,671 100.0 1.9 △    

療 養 補 償 給 付 164,114,311 34.0 2.0 160,112,626 33.8 2.4 △    

休 業 補 償 給 付 64,051,531 13.3 2.1 △    66,002,419 13.9 3.0

障 害 補 償 一 時 金 19,667,614 4.1 0.1 △    18,444,385 3.9 6.2 △    

遺 族 補 償 一 時 金 4,333,002 0.9 2.9 △    5,026,619 1.1 16.0

葬 祭 料 1,209,952 0.3 3.9 △    1,150,084 0.2 4.9 △    

介 護 補 償 給 付 5,227,522 1.1 1.5 △    5,283,945 1.1 1.1

年 金 等 給 付 223,346,589 46.2 2.1 △    216,721,105 45.8 3.0 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,046,511 0.2 39.1 928,487 0.2 11.3 △   

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。

令和3年度　3年11月末 令和4年度　4年11月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,196億円で 55.2％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 825億円で 38.1％、傷病補償年金が 146億円で 6.8％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 711 億円で 32.8％、「製造業」が 608 億円で 28.1％、

「その他の事業」が 458億円で 21.1％となっている。以下、「運輸業」が 11.1％、「鉱業」が 4.2％、「林業」が 1.7％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 482,997,032 100.0 0.6 △    473,669,671 100.0 1.9 △    

林 業 7,695,986 1.6 4.5 △    7,199,777 1.5 6.4 △    

漁 業 1,390,847 0.3 0.1 △    1,259,911 0.3 9.4 △    

鉱 業 14,561,802 3.0 8.6 △    13,385,558 2.8 8.1 △    

建 設 事 業 135,060,924 28.0 2.4 △    130,178,586 27.5 3.6 △    

製 造 業 111,686,702 23.1 2.2 △    107,473,197 22.7 3.8 △    

運 輸 業 53,624,098 11.1 0.1 52,002,722 11.0 3.0 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,093,849 0.2 2.2 1,042,314 0.2 4.7 △    

そ の 他 の 事 業 155,771,284 32.3 2.9 159,007,899 33.6 2.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,111,541 0.4 0.2 △    2,119,706 0.4 0.4

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和3年度　3年11月末 令和4年度　4年11月末

令和4年度　4年11月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 82,481,846 119,608,705 14,630,554 216,721,105 100.0

林 業 1,063,545 2,486,952 150,808 3,701,305 1.7

漁 業 210,453 659,403 14,840 884,696 0.4

鉱 業 847,950 6,996,709 1,321,757 9,166,416 4.2

建 設 事 業 22,291,864 43,513,899 5,250,820 71,056,583 32.8

製 造 業 29,667,242 28,560,021 2,617,362 60,844,624 28.1

運 輸 業 9,099,003 13,521,040 1,450,936 24,070,979 11.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
134,815 403,143 42,414 580,373 0.3

そ の 他 の 事 業 18,971,399 23,073,020 3,764,055 45,808,474 21.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 195,575 394,518 17,561 607,654 0.3

構 成 比 38.1% 55.2% 6.8% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和４年度労災保険業務機械処理の令和４年 11 月末現在における保険料徴収決定済額は 8,827 億円で、前年同期に比

べて 4.6％増となっている。保険料収納済額は 6,264億円で、前年同期に比べて 5.2％増となっている。また、収納率につ

いてみると 71.0％となっており、前年同期に比べて 0.4ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,385億円で 49.7％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,818 億円で 20.6％、「製造業」が 1,612 億円で 18.3％を占めている。以下、「運輸業」が 8.6％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和3年度 令和4年度 令和3年度 令和4年度 令和3年度 令和4年度

　業　種 3年11月末 4年11月末 3年11月末 4年11月末 3年11月末 4年11月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 843,811,121 882,665,616 100.0 4.6 595,325,442 626,446,635 100.0 5.2 70.6 71.0

林 業 5,595,321 5,728,764 0.6 2.4 4,036,341 4,147,566 0.7 2.8 72.1 72.4

漁 業 1,799,977 1,873,656 0.2 4.1 1,240,455 1,311,106 0.2 5.7 68.9 70.0

鉱 業 2,520,905 2,591,332 0.3 2.8 1,680,164 1,730,313 0.3 3.0 66.6 66.8

建 設 事 業 173,014,656 181,754,173 20.6 5.1 122,613,260 129,190,929 20.6 5.4 70.9 71.1

製 造 業 151,711,420 161,187,861 18.3 6.2 103,948,398 112,462,555 18.0 8.2 68.5 69.8

運 輸 業 75,164,676 75,591,790 8.6 0.6 49,783,608 50,165,768 8.0 0.8 66.2 66.4

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,202,255 2,370,554 0.3 7.6 1,506,023 1,659,338 0.3 10.2 68.4 70.0

そ の 他 の 事 業 418,539,846 438,481,177 49.7 4.8 301,419,487 316,778,468 50.6 5.1 72.0 72.2

船舶所有者の 事業 13,262,064 13,086,309 1.5 1.3 △   9,097,706 9,000,592 1.4 1.1 △   68.6 68.8

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


